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⑵１審判決の概要
　地裁は、津波発生後の学校側の対応に過失
を認め、遺族へ総額約14億円の支払いを市と
県に命じた。
　判決では、少なくとも石巻市の広報車が大
川小学校付近で津波の接近を告げ、高台への
避難を呼びかけた時点までに、教員らは大規
模な津波の襲来を予見できたはずであり、学
校の裏山に避難させなかったのは過失だと認
めたが、市のハザードマップでは大川小が津
波の浸水想定区域外だったことから、震災前
の防災対策には過失がないとした。
⑶２審判決の概要
　高裁は、地裁同様に津波発生後の学校側の
対応に過失を認めたほか、学校側が地震発生
前の対策を怠ったのが惨事につながったと指
摘し、地裁では認めなかった学校側の防災体
制の不備を認定して1審判決よりも約1000万
円多い支払いを市と県に命じた。
　この２審においては、「震災前の防災体制
の適否」が争点となった。
　判決では、学校が北上川の近くにあったこ
とを考えれば津波に対する予見可能性はあっ
たと認定し、学校側は、市のハザードマップ
の信頼性を立地などの実情に沿って独自に検
討すべきだったと指摘した。また、校長らに
は、児童の行動を拘束する以上、地域住民よ
りもはるかに高いレベルの知識や経験が求め
られると位置づけた。
　このほか、震災前の組織的過失を認定し、
学校には､ マニュアルに具体的な避難場所や

１　はじめに
　令和７年７月時点での話になるが、トカラ
列島付近では、例年になく活発な地震活動が
続いていており、毎日ニュースが流れている。
　トカラ列島（鹿児島県）は、九州の南西に
位置しており、千葉からはかなり離れている
が、今後30年以内に発生する確率が80％程度
と言われている南海トラフ地震や、70％程度
と言われている南関東地域直下で起きる地震
を考えると、決して遠方のことと考えている
ことはできない。
　いつ起こるかわからない災害をもたらす自
然現象への備えは、学校においても常日頃か
ら考えておくべきことの一つである。
　今回は、平成23年東日本大震災を引き起こ
した東北地方太平洋沖地震による大津波によ
り、不幸にして多くの命が失われてしまった
石巻市立大川小学校にかかる損害賠償請求事
件の判決を確認しながら、危機管理マニュア
ル（以下、「マニュアル」という。）について
考えていく。

２　大川小学校津波訴訟判決から
⑴訴訟事案の概要
　本事案は、速やかに校庭に避難したにもか
かわらず地震により発生した津波に流され74
名の児童が死亡したのは、教員等に避難誘導
の遅れ等の過失があり、市に安全配慮義務違
反等があったとして、亡くなった児童の保護
者が市と県に損害賠償を求めた事案である。
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危機管理の視点からの学校運営、学校経営の再確認
　②　危機管理マニュアルを考える
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　一度完成すると安心感から点検への意識が
薄れがちになるが、生活環境は日々刻々と変
化している。空き地にビルが建ったり、電話
番号が変わったり…アップデートは欠くこと
ができない作業である。
〇年度当初に全職員で確認しているか
　年度当初の打ち合わせ時に、マニュアルに
ついて確認、理解の浸透を図ることはとても
重要である。年度初めは確認しなければなら
ないことが数多くあり、時間を割くことが難
しいことは理解できるが、こと命にもかかわ
る「安全」のためであり、人事異動もあって
新しい職員が入ってくることから、軽く確認
だけで済ますことは避けなければならない。
〇誰もがすぐに使えるようになっているか
　優れたマニュアルができていたとしても、
いざというときに使えないのでは意味がない。
作成に直接関わらなかった職員でも、着任し
たばかりの職員でも、非常勤の職員でも、マ
ニュアルがどこにあるか知っており、すぐに
使えるようにしておく必要がある。

４　高いレベルの知識や経験
　最後に、本文中に下線を引いたが、裁判所
のこの判断には、かなりの重みを感じた方も
少なくないだろう。
　今回の事案で表にはほとんど出てこなかっ
たが、当該県では、当時小中学校の教職員は、
平均して３年程度で異動することが通常であ
り、同一校勤続年数２年未満の教職員が占め
る割合は、平成25年度において、同県全小中
学校で46％、僻地校で61％であったという。
地震当時、大川小でも勤続年数２年未満が８
名（約６割）を占めていたそうである。
　こと「安全」に関して、われわれ教育者に
求められるところが大きいことは、経験年数、
立場を問わず、自覚しなければならない。

経路を定めなかった（同校のマニュアルには
避難場所を「近隣の空き地、公園等」という
曖昧な記載であった）過失を、また、市教育
委員会には、マニュアルを是正させなかった
過失を認定している。
　高裁判決後、学校（市県）側は最高裁に上
告したが、最高裁は上告を棄却し、高裁判決
が確定した。

３　危機管理マニュアルについて
　学校における諸活動の基盤には「安全」が
なくてはならない。安全とは、心身や物品に
危害をもたらす様々な危険や災害が防止され、
万が一、事件や事故、災害等が発生した場合
には、被害を最小限にするために適切に対処
された状態をいう。
　その安全の一翼を担うのが、前回取り上げ
た池田小事件をきっかけに策定が強化された
マニュアルである。
　しかしながら、マニュアルと呼ばれるもの
があっても、内容によっては緊急時に役立た
ないことがある。このことは、今回の事案か
らも明らかである。
　ここで、マニュアルについてチェックポイ
ントを挙げておく。
〇内容に不備、曖昧さが残っていないか
　机上で作ったものには実際に行ってみると
困難であったり、対応できなかったりするこ
とが隠れていることがある。実際にマニュア
ルに沿って流れを試すことが必要である。
〇内容がわかりやすいものになっているか
　あれもこれも入れようとしたために、文字
が多すぎたり、図があまりにも入り組んでい
て一見しただけではわからないものになって
いることはないだろうか。マニュアルを使用
するときの多くは緊急時である。
〇定期的に点検・アップデートしているか


